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Abstract. This paper examines how college internship programs in Japan have affected 
job hunting and recruitment activities under the current global economic crisis. New 
college graduates encounter a tough job market. They become nervous about their future. 
Job hunting and recruitment activities start earlier and these activities are more severe 
and prolonged because of economic stagnation. Internship programs in Japan were 
introduced in 1997 by the government.  Corporations in Japan have accepted, both as a 
social responsibility and as a public relations opportunity. In the past ten years, however, 
internship programs have become a tool to recruit freshman employees. In view of this, it 
is important for educators to be more sensitive as they match students to internship 
programs. 
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１．はじめに 
 
2008 年９月のリーマンブラザースの経営破綻から始まったグローバル規模での金融危機は、日
本の雇用にも大きく影響し、2009 年７月には完全失業率は 5.7%と過去最悪を更新した。また、雇
用者の３人に１人は派遣社員、契約社員、パート、アルバイトなどの非正規社員として働いている
状況であり、政府が 2009 年 11 月 20 日発表した 11 月の月例経済報告では、国内の物価の状況
について「緩やかなデフレ状況にある」とし、日本経済のデフレ入りを 3 年以上ぶりに宣言している。
2009 年９月の新政権発足以後 100 日が経過しても経済の落ち込みは止まらない。こうした景気後
退により、失業者や自殺者の数は相変わらず高止まりし、雇用状況の悪化、中でも非正規社員の
雇用の不安定化は加速していると言える。2009 年 12 月 28 日の朝日新聞に厚生労働省・都道府
県労働局・ハローワーク（公共職業安定所）による広告が掲載されていた。内容は採用予定の雇用
主のみなさんへとあり、３つの項目が挙げられ、その１つに「一層の新卒者採用をお願いします」、
とあった。このことからもわかるように、若者の就職難はさらに深刻化しているのである。2010 年１月
14 日、文部科学省と厚生労働省は、2009 年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査 1を発表
し、内定率は、昨年 12 月１日時点で 73.1％であるとし、調査が始まった 1996 年以降最低となった
としている。そして、前年からの下げ幅も、過去最大だった 2009 年 10 月時点と同水準の 7.4 ポイ
ント減であるとし、2000 年前後の「就職氷河期」よりも厳しい雇用状況であることが明らかになった
のである。言いかえれば、現在の新卒採用システムは経済の良し悪しに大きな影響を受けるという
ことである。そして、2009 年 12 月 21 日にキャノングループ会社「キャノンマーケティングジャパン」
は採用スケジュールに関する重要なお知らせをホームページ上に発表した 2。「訳あって、今年の
採用活動に出遅れます」と題し、景気低迷が続き、円高やドバイ・ショックなど景気回復の妨げとな
  
る出来事が世界中を覆う中、計画通りに業績が上げられずに苦戦しているとあり、例年４月に実施
していた他の企業と横並びの採用活動を止めることにしたとホームページで宣言した。さらに、懸
念していたこととして、新学期が始まったばかりの４月から面接を行うことで、学生のみなさんから学
ぶ機会を奪っているのではないか？と述べ、採用活動は、いっそのこと夏期休暇期間中にすれば
良いとする考えを示している。 
他方、多くの企業は 1990 年半ばから 2000 年代半ばまでの 10 年間、不況の影響で新規採用
を抑制した。この時期を「失われた 10 年」「就職氷河期」といい、この時期に卒業時期を迎えた多く
の若者が正社員になれずに非正規社員として働き、ロストジェネレーションと呼ばれている。いま、
このロストジェネレーションと呼ばれている若者達が、就職難の日本を離れタイや台湾などのアジア
諸国で働いているのである。コスト削減を図る日本企業の間では、日本国内から人件費が安いタイ
にコールセンター機能を移しているからである。こうした現状がある一方で、100 年に一度の不況と
言われる中、就職市場が厳しさを増している。どうすれば内定を取れるのか、実際に就職出来るの
かが、学生の最大の悩みとなっている。さらに、就職活動は早期化し長期化し、厳選採用へと企業
がシフトしている現状にあって、初職を３年で３割が辞める現実がある。このように学生達の卒業後
の進路が定まらない悩みや就職活動への不安を解消する１つの方法として、また、就職率（内定
率）を高める方法として、さらに就職後の定着率を高める方法として、政府主導のもとインターンシ
ップが推奨されてきた。日本でのインターンシップが大学などに導入されたのは、1997 年頃とする
のが一般的である。当初企業がインターンシップを導入する理由は、社会的責任、社会貢献的な
要素と企業のイメージアップ、広報活動の一環として導入・発展してきた。そこで小稿では、この 10
年余りでインターンシップはどのように変化してきているのかを整理し、次いで企業の採用活動との
関係、学生にとってのインターンシップ参加と就職活動との関係を考察し、学生時代のインターン
シップの参加は学生の就職活動にどのような効果があるのかを明らかにしてみたい。なお、ここで
言うインターンシップとは、大学生が在学中に教育の一環として、企業等で一定の期間行う職業体
験と定義し、小稿では論ずるものとする。 
 
２.大卒求人状況 
 
100 年に一度の大不況と言われている中での学生達の就職活動は厳しさを増し、深刻である。
ここでは、日本の雇用状況と大卒求人状況がどのようであるかを観てみよう。総務省の労働力調査
3によれば、平成 21 年 11 月分の結果では、就業者数は 6260 万人で前年同月に比べ 131 万人
減少し、22 ヶ月連続減少しているとし、就業率は 56.6%で同年同月に比べて 1.2 ポイントの低下と
なっている。次いで、11 月の完全失業者数は 331 万人で、同年同月に比べて 75 万人増加し、13
ヶ月連続の増加を示している。求職理由別に同年同月と比べると「勤め先都合」は 49 万人増加し
ており、「自己都合」は７万人になっている。そして、完全失業率は 5.2%となっており、完全失業率
がやや上向いたものの、依然、雇用状況は厳しい状況にあり、「会社都合」による失業が増えてお
り、年度末に向かってますます状況は悪化すると報告している。 
  
次いで大卒者の採用状況をワークス研究所が毎年行っている大卒求人倍率調査から過去 14
年にさかのぼって観てみる。10 年前の 2000 年に大卒求人倍率は 1.00 倍を切り、最低を示してい
るのであるが、この時と比較すると 2010年卒で 1.62倍であることから就職氷河期よりは良い状況と
言えよう。図表１からも分かるように大卒求人倍率は 2006 年卒に大幅な伸びを見せている。調査
によれば 1989 年卒業者対象の求人総数と同水準になっているとし、理由としては、景気回復によ
る企業の求人意欲の活発化と非正規社員では置き換えられない人材需要の発生、さらに団塊世
代の大量退職がはじまる 2007 年問題への対応が大幅な増加要因と推測されるとしている。また、
2007 年卒生への求人は、前年の大幅増加をさらに大きく上回り、最も求人の多かったバブル期
（1991 年卒）の 84.0 万人に次ぐ水準となり、一方、学生の民間企業就職希望者数は 43.7 万人で、
1991 年卒生の民間企業就職希望者数よりも 15 年間で就職者数が５割増加している。次いで
2008 年卒への求人は、大幅な増加を見せた前年をさらに大きく上回り 16 年ぶりに２倍を超え、調
査開始以来最高水準となったと分析している。理由としては、2009 年卒も同様であるが、大学進学
率の上昇とともに、増加し続けていた学生の民間企業就職希望者数は頭打ちとなり、その結果需
給バランスの求人倍率が急伸し、２倍を超える結果となっていると述べている。調査によれば、2010
年卒生の求人倍率は２倍を切り 2006 年卒生程度迄落ち込んでいるものの、就職難と言われてい
た 2000 年卒生の 0.99 倍や、1996 年卒生の 1.08 倍の時期ほどには、落ち込まない見通しとなっ
ていると述べている。2008 年に起きたグローバル規模の金融危機は、徐々にではあるが 2010 年
の大卒求人に影響を及ぼし、さらに経済の悪化が止まらない状況では、2011 年度の大卒求人にさ
らに影響があると言える。なぜなら、政府は日本経済のデフレ入りを 3 年以上ぶりに宣言しており、
こうした景気後退は、雇用状況の悪化を示唆するものでもあり、現在の新卒採用システムは、経済
の良し悪しに大きな影響を受けるからである。 
 
図表１ 大卒求人倍率          
2010年卒 2009年卒 2008年卒 2007年卒 2006年卒 2005年卒 2004年卒 
1.62倍 2.14倍 2.14倍 1.89倍 1.60倍 1.37倍 1.35倍 
 
2003年卒 2002年卒 2001年卒 2000年卒 1999年卒 1998年卒 1997年卒 
1.30倍 1.33倍 1.05倍 0.99倍 1.25倍 1.68倍 1.45倍 
出所：ワークス研究所 「大卒求人倍率調査」から作成 
 
2011 年卒者のワークス採用見通し調査（新卒：2011 年卒 中途 2010 年度）によれば、来年度も
雇用の先行きは依然不透明とし、人材不足のある企業は３社に１社であるものの、多くの企業で採
用計画がたたないと報告している。この調査によれば、2011 年卒対象の大学生・大学院生の新卒
採用見通しは「増える」が 5.5%、「減る」が 9.3%で「増える」が下回っている。そして、「変わらない」が 
48.4％、「わからない」が 36.3%にもなっており、2010 年卒者の新卒見通し調査と比較すると「分か
らない」が 11.5％増加していることから、景気の先行きが不透明な中で、採用判断を保留としてい
  
る企業が多くなっていると推測し、これらの企業の採用判断は、今後の景気動向によって大きく左
右されるものと思われる 4と述べているのである。それは、2009 年の 12 月にキヤノングループ会社
「キヤノンマーケティングジャパン」が、景気低迷による業績悪化で 2011 年春入社予定の新卒学
生を採用出来るかどうか見通しがたたないとし、それに加えて、早まる一方の大学生の就職活動に
対する問題提起でもあるとして、採用活動は夏期休暇期間中にすればいいとホームページで発表
していることからも分かる。 
しかしながら、自社に人材不足する部門がないと回答している企業であっても新卒採用（大学・
大学院生）について、「増える」が 4.0%、「変わらない」が 49.2%となっているのである。これは 1990
年代の「就職氷河期」に新規学卒者採用を手控え、企業内の世代不均衡が生じたことを考慮して
大卒新卒採用を行っていくものと思われる。ついで業種別を４つの大分類で 2010 年と 2011 年と
で比較してみると、総ての業種で２年連続「減る」が「増える」を上回っており、いずれの業種も厳し
い環境におかれていることが観てとれる。 
 
図表２ 2010年と 2011年の新卒者採用見通し（大学生・大学院生）                                
 増える 変わらない 減る わからない 無回答 
2010年卒者 8.3% 50.6% 15.7% 25.1% 0.3% 
2011年卒者 5.5% 48.4% 9.3% 36.6% 0.1% 
出所：株式会社リクルート研究所 『ワークス採用見通し調査（新卒：2011 年卒 中途：2010 年度）』 P３
から作成 
 
図表３ 業種別 2010年と 2011年の新卒者採用見通し（大学生・大学院生）    （%ポイント） 
 社数 増える 変わらない 減る わからない 増える −減る 
製造業 2010 1482 8.3% 51.5% 16.2% 23.7% −7.9 
2011 2113 5.9% 46.3% 8.8% 38.9% −2.9 
流通業 2010 726 9.0% 51.1% 17.8% 22.0% −8.8 
2011 974 5.1% 49.0% 12.0% 33.6% −6.9 
金融業 2010 179 3.4% 34.6% 12.8% 48.6% −9.5 
2011 213 2.8% 46.0% 4.7% 46.5% −1.9 
サービス 
・情報業 
2010 766 8.9% 52.1% 13.7% 24.9% −4.8 
2011 1075 5.8% 52.3% 8.8% 32.9% −3.0 
出所：株式会社リクルート研究所 『ワークス採用見通し調査（新卒：2011 年卒 中途：2010 年度）』 P5
から一部を抜粋作成 
  
３．インターンシップの導入経緯と実施状況 
 
インターンシップの導入経緯 
 
２．で観てきたように 100 年に一度の不況と言われ、就職市場が厳しさを増している中で、学生
達はどうすれば内定を取れるのか、実際に就職出来るのかが、最大の悩みとなっている。早い学
生では２年生から、そして多くの学生は３年生になると、大学の授業よりも就職活動のことや内定を
とれるかどうか、将来の進路について不安になるのである。多くの大学は学生達の不安や悩みに
対処するため、卒業後の進路指導のため、そして就職内定率を高めるためにキャリアセンターなど
を設置し、学生向けの相談や各種キャリア教育プログラムを用意し、特別授業を提供などして卒業
後の進路指導や就職内定率アップに躍起になっている。また昨今では入学式に就職状況はどうな
っているのかと保護者からも質問がくるほどに大学の教育内容よりも卒業後の学生達の就職状況
に関心があるため、保護者向けの就職説明会を開催し、キャリアプログラムの紹介などを行ってい
るのが現状である。 
このように学生達の卒業後の進路が定まらない悩みや就職活動への不安を解消する１つの方
法として、また、就職率（内定率）を高める方法として、さらに就職後の定着率を高める方法として、
文部科学省をはじめ企業も大学も学生時代にインターンシップを経験することを推奨している。な
ぜなら、インターンシップの経験は、学生の就職活動への不安を解消し、やりたい仕事などを見つ
けるための機会となると考えられているからである。米国でのインターンシップは 1906 年に始まり
100 年以上の歴史を持ち、韓国のインターンシップ社員制度は 1984 年に始まり 24 年の歴史を持
つ。他方、日本でのインターンシップが大学などに導入されたのは、1997 年頃とするのが一般的
である。そのため歴史的経緯を観るのは余りにその期間は短く、インターンシップ導入のきっかけ
は、企業側の要請と言うよりは、政府の主導のもとで行われてきたと観て良いだろう。導入・発展・普
及した背景としては、経済的・教育的な変化を挙げることが出来る。バブル経済の崩壊は 1990 年
９月に始まり、深刻な社会問題となったのは、２．大卒求人状況で整理したように 1997 年頃で、企
業の業績悪化や大手金融機関の破綻などが続き、大卒求人倍率も大きく低下した時期である。 
さらに、経済政策の失敗によって 1997 年以降の景気が極端に悪化し、企業のリストラや採用抑
制も一層激しくなったのであるが、本格的には 1990 年代後半〜2000 年代前半を特にバブル崩壊
による景気悪化とし、失われた 10 年と呼ぶのである。そして、1997 年の新規採用は 137 万人に減
少している。理由は日本的雇用システムの特徴の１つである終身雇用制を保持することが優先され
た結果、企業内の過剰人員の対応策として、社員を解雇せず、新規採用の抑制によって企業は切
り抜けようとしたからである。この結果、大学を卒業しても就職ができず、フリーターやニートとなるも
のが出現し社会問題となったのである。この時期を就職氷河期と呼ぶのであるが、採用における新
規定期一括採用が崩れたのもこの頃である。 
政府はバブル経済不況脱出のため 1997 年５月に『経済構想の変革と創造のための行動計画
〜新たな経済成長に向けての新行動計画〜』（閣議決定）において、「４．創造的研究開発基盤の
  
整備／国家競争力のある人材の育成産業構造に対応する人材の育成の項目」を掲げ、大学の国
際競争力の強化の中で、産業界や社会にこたえる多様で柔軟な教育研究の展開や大学と産業界
との対話の連携の推進として、１）大学と産業界の相互理解の推進、２）リエゾン機能の強化、３）イ
ンターンシップ導入、の３つの推進を掲げ、「インターンシップ（学生が在学中に自らの選考、将来
のキャリアに関連した就業体験を行うこと）については、学生が企業側における意義をふまえ、関係
省庁が連携をはかりつつ、相互的な施策を推進し、中小企業への支援を含め一層の普及に努め
る 5。」と明記している。この閣議決定を契機にしてインターンシップは大学などで単位認定の授業
形態として始まったと観ることができる。 
 
インターンシップの定義 
 
日本で現在のインターンシップという言葉が使われ出したのは 1997 年頃である。文部省は各大
学等の教育機関においてインターンシップの積極的な推進に取り組むことを期待し、インターンシ
ップに取り組む際の基本的な考え方や配慮事項を取り纏めた『インターンシップ・ガイドブック 6』
（平成 12 年）、『教育改革プログラム』（平成９年１月 24 日文部省）において、インターンシップを
「学生が自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を行うこと」と定義し、さらにインターンシ
ップを資格要件型、職業選択準備型、学習意欲型の３つに類型している。資格要件型とはインタ
ーンシップを正規の教育課程として位置づけ、現場実習などの授業科目として単位を付与するも
のであり、職業選択準備型とは授業科目ではないが、学校行事等大学等における活動の一環とし
て位置づけ、職業選択準備を目的とするもの、そして、学習意欲喚起型とは大学等とは無関係に
企業等が実施するインターンシップのプログラムに学生が個人的に参加し、学習意欲の喚起を目
的とする３つに類型している。 
また、経済産業省が委託した財団法人北海道地域総合振興機構（はまなす財団）の『企業向け
インターンシップ導入マニュアル 7』（平成 15 年）によれば、インターンシップとは、一般的には学生
が企業において実習・研修的な就業体験をする制度を指すとし、近年の経済社会構造の大きな変
化に伴い、実社会・産業界において、独創的な発想が出来る能力、自分で問題を発見・解決でき
る能力、自己責任で行動出来る能力など、求められる人材が大きく変わりつつある中、大学の教育
内容の改革も求められており、その一環として産学連携による人材育成の一形態であるインターン
シップが注目されていると述べ、日本にはインターンシップの共通した認識、定義が確立している
わけではなく、政府が打ち出した『経済構造の変革と創造のための行動計画』（平成９年５月 16 日
閣議決定）及び『教育改革プログラム』平成９年１月 24 日文部省）においてインターンシップを「学
生が自らの選考、将来のキャリアに関連した就業体験を行うこと」と幅広くとらえていると述べている。
さらに、関西経営者協会インターンシップ制研究会「日本的インターンシップ制の在り方 8」におい
ては、学生が在学中に教育の一環として、企業等で一定の期間行う職業体験およびその機会を与
える仕組みと定義している。このように日本におけるインターンシップの定義ははっきりと統一され
たものは無く、一般に日本でいうインターンシップとは、米国の Co-op education と Internship を総
  
称したものであるとするものが多く、いずれの定義も大学等の教育機関のインターンシップを想定
していると言える。米国のようにはっきり統一した定義がないのは、日本におけるインターンシップ
の歴史は浅く、インターンシップの形態や概念が十分に確立されていないからとも言えるが、小稿
では、インターンシップとは、大学生が在学中に教育の一環として、企業などで一定期間行う職業
体験と定義する。次いで、大学におけるインターンシップの状況はどのようであるかを整理してみよ
う。 
 
インターンシップ実施状況 
 
インターンシップ実施状況を、文部科学省が今後のインターンシップの推進に役立てるための
基礎資料として、単位認定を行う授業科目として実施されているものを対象に毎年行っている『大
学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）9』の平成 14 年度〜平成 19 年度調査
までを整理する。分かったことは、インターンシップ実施校、体験学生数は年々増加拡大傾向にあ
り、夏期休業中に半数以上が１〜２週間程度、70%以上が大学３年生にインターンシップに参加し
ていることである。しかしながら、東京経営者協会インターンシップ事業推進室が発行している『平
成 21 年度インターンシップ成果報告書−東京経営者協会−10』によれば、景気の後退、企業業績
の低迷を背景に、インターンシップ学生の受け入れに二の足を踏む、または募集人員を削減する
企業も出て来て、企業開拓は例年になく苦戦したとあるように、経済が悪化するとインターンシップ
を中止あるいは一時的に中止する企業があり、企業の新卒採用見通しと同様に、インターンシップ
実施校数と体験学生数も経済状況に影響されることが分かる。 
  
図表４ 大学におけるインターンシップ実施状況 
 平 15年度 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
実施校数 384校 418校 447校 499校 504校 
 実施率 55% 59% 62.5% 69.8% 67.7% 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 15 年度〜19 年度から作成 
 
図表５ 大学におけるインターンシップ体験学生数                                
 平 14年度 平 15年度 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
学生数 30222人 34125人 39010人 42454人 50430人 49726人 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 14 年度〜19 年度から作成 
 
図表６ 大学におけるインターンシップ実施期間 
 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
1〜２週間 49.9% 45.6% 50.0% 50.7% 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 16 年度〜19 年度から作成 
  
図表７ 大学におけるインターンシップ実施学年 
 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
実施学年 3年生 75.5% 3年生 74.9% 3年生 71.1% 3年生 74.7% 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 16 年度〜19 年度から作成 
 
東京経営者協会が厚生労働省、東京労働局の委託を受け、平成 14 年度からインターンシップ
受入企業開拓事業に取り組み、平成 21 年度で８年目を迎えたこの事業も、厚生労働省は平成 21
年 10 月、平成 21 年度をもってインターンシップ受入企業開拓事業を終了する方針を示している。
理由は、現行の企業開拓による方式から、既開拓企業でのインターンシップの継続受入を前提と
した取組へと移行すべきであること、そして、学校などの関係機関との連携を生かし、利用者の自
発的な活動を促進させるなど、その役割の関係機関への移行を視野に入れた事業への転換を図
る必要があることを挙げている。そして、報告書には、初期の頃と比較するとインターンシップの趣
旨・目的の理解が進みその効用も浸透してきたとし、学生のインターンシップの体験後は、社会に
対する見方や、残された学生生活の過ごし方がかわるなど、変化や成長が観られることも少なくな
いと報告している。さらに、障害者学生と留学生のインターンシップの促進にも取り組んだと報告し
ていることから、受入企業にも大学にも学生にも定着し、日本の大学におけるインターンシップは
10年を経過した今、定着期に入ったと観て良いだろう。 
 
４． インターンシップと採用活動と就職活動 
 
インターンシップと採用活動 
 
当初、政府主導のもとインターンシップ制度が導入されたのであるが、企業がインターンシップ
生を受け入れる理由としては、社会的責任、社会貢献的な要素と企業のイメージアップ、広報活動
の一環として導入・発展してきた。さらに、10 年を経過したインターンシップは定着期を迎え、なぜ
企業が積極的に取り入れられるようになったのかを考察すると、採用活動の特殊性、採用活動の
環境変化、学生の質の変化、社内の活性化の４つを挙げることができる。 
まず、採用活動の特殊性とは新卒一括採用方法のことである。大久保は、企業が新卒採用を重
視し、新卒一括採用する理由・メリットとして次の４つを挙げている。①大量の人材を効率的に採用
できる唯一の機会、②企業のコアとなる人材をつくる方法として優れている、③人材に対する投資
としての意味合い、④継続することで採用力が上がるとし、企業が新卒採用をやめることはこれらの
理由・メリットを放棄してしまうことだ 11 と述べており、日本企業における新卒一括採用は重要な意
味を持っていると述べている。日本における新卒採用は、次年度の業務内容や退職者などを考慮
して一括で新卒採用を行う方法であり、職種による採用ではなく、内定時に職務が決まっていない
ことが特徴として挙げられる。職種によらない採用方法では企業が採用時に重視する能力として、
コミュニケーション能力、積極性、やる気、熱意が毎年上位に挙げられており、自社で採用したい
  
学生は他社でも採用したい人材とも言え、企業間の人材獲得競争を招いているのである。そのた
め、企業はインターンシップの導入を、新卒一括採用の重要性に対応するため、新卒採用活動の
一環として捉えるようになっているのである。つまり、企業はインターンシップを導入することによっ
て、優秀な人材確保の手段の１つとしてインターンシップを捉えているのである。 
次いで採用活動の環境変化であるが、情報化社会を迎え、就職活動はパソコン無しにはできな
い時代になっている。現在の就職活動は、第一に大手就職情報会社に登録し、そこから各企業の
HP にアクセスし、企業説明会に出席することから就職活動は始まる。HP からのエントリー方法は、
会社説明会などのエントリーに、学生達が気軽にエントリーをすることになる。大企業などのエントリ
ー数は予想を遥かに超えた膨大な数になるため、インターンシップを就職情報サイトの人数の絞り
込みとして、その対応策としてインターンシップ参加経験を条件として会社説明会のエントリーを許
可する企業もある。そして、企業はインターンシップを活用し、本気でやる気のある学生の絞り込み
をしているのである。常見は、企業もインターンシップを就業体験の提供、社内の活性化、社会貢
献などを目的としながら、インターンシップ参加学生の囲い込みや選考上の考慮、採用ブランディ
ングの強化を目的としているとし、数年前から広がっているワンデーインターンシップと言う名の企
業説明会を開催し、半日から１日で企業説明を行うインターンシップが行われている 12と述べ、イン
ターンシップの会社説明会化の実態を指摘している。このことからもインターンシップが企業にとっ
ての採用活動の一部と変化していることが分かる。また同時に、就職情報会社の就職ナビサイトか
らアクセスして、HP が載っていない会社は、学生にとってこの世に存在していないも同然なのであ
る。しかし、１年に数名程度しか採用しない中小企業、ベンチャー企業、外資系企業にとっては、
高額な費用を投資して就職情報サイトに登録する必要性は無く、インターンシップを通じて認知度
を高め採用へと繋げるのである。 
３番目に学生の質の変化についてであるが、日本においては一度正社員として採用した後は容
易に解雇できない。と同時に、新卒で採用しても大学卒は３年で３割が辞めて行く時代でもあり、雇
用のミスマッチが問題になっている。日本企業における新卒採用は、一括で採用を行う方法であり、
その採用業務と採用権限は人事部が担当している。職種によらない採用方法は、内定時に職務が
決まっていないことが特徴として挙げられる。言いかえれば、企業が学生に内定を出したとしても４
月１日の入社後になって初めて、自分がどの職場に配属され、どのような職務に就くかのかがわか
るのであるが、インターンシップを通じて具体的な業務を担当させ、自社内の企業文化に触れされ
ることによって理解させ、新卒者の定着対応のため、学生の能力や適性への対応のためにインタ
ーンシップを導入しているのである。 
４番目の社内の活性化であるが、インターンシップ生を指導し担当するのは、入社１〜２年目の
社員が多い。企業はインターンシップ生への指導的役割を通じて社員への刺激を与えることや、イ
ンターンシップ生の新たな視点などから、社内活性化への効果を期待して導入するのである。太田
も、企業がインターンシップを導入する理由・メリットとして①優秀でやる気のある人材の確保、②採
用広報になる、③社内活性化になる、④学生の力がビジネスを広げる、の４つを挙げている 13。    
  
今まで観てきたように、企業がインターンシップを導入する理由は、図表８が示すように社会的責
任、社会貢献的な要素と企業のイメージアップ、広報活動の一環として導入・発展してきたものから、
この 10 年余りでインターンシップは定着期を迎え、採用活動の特殊性、採用活動の環境変化、学
生の質の変化、社内の活性化へと変化して来ていることが分かった。 
  
図表８   企業がインターンシップを導入する理由 
 
採用活動の特殊性 ・新卒一括採用対策 
・優秀な人材の確保 
採用活動の環境変化 ・会社説明会などのエントリ−対策  
・人数絞り込み（大企業） 
・採用広報のため（中小企業や外資系企業） 
学生の質の変化 ・学生の能力や適性チェック 
・新卒者の定着対応対策 
その他 ・社内活性化 
・社員への刺激 
 
インターンシップと就職活動 
 
次いで、学生のインターンシップ参加と就職活動ついて考察してみよう。前述したように、就職活
動は早期化し長期化し、厳選採用へと企業がシフトしている現状にあって、学生は難関を突破しや
っと就職した企業を３年で３割が辞める現実がある。そして 100 年に１度の大不況と言われている
中で、内定切り、新卒採用中止が社会問題化している状態にあっては、例え就職したとしても、会
社が自分の思いと違ったからと言って退職し、また、年齢的に若いという利点があったとしてもすぐ
に転職することは難しい時代と言える。山田は、新卒一括採用システムは滅びること無く、学生にと
っては卒業時のみが自分にとって条件がよく自分の能力を育ててくれる企業に入社できる最大に
して唯一のチャンスであると指摘し、新卒一括採用で正社員ルートから漏れてしまうと、キャリアアッ
プも望めず低賃金で不安定な職に就かざるを得ない雇用状況のみであるため、そうなると学生の
行動は極めて保守的となると指摘している。このことを裏付けるデータも野村総合研究所の調査 14
からも言える。「有名な大学や学校に通った方が、将来有利になると思う」という学歴志向が過去最
高の 56％で、「一流企業に勤めるよりも、自分で事業を起こしたい」という起業家志向は一貫して減
少傾向にあり、特に 10 歳代での起業家志向が最も低い結果となっているのである。さらに山田は、
この新卒一括採用システムはいくら批判にさらされてもなかなかなくならないとし、よい人材を囲い
込みたい大企業と安定した職を得たい学生が結託して、新卒以外の人材提供を排除してしまうと、
新卒一括採用の弊害を述べている 15。このような状況にあっては、学生の就職活動は一生の人生
を左右するほどの重要な意味を持つのであり、就職活動に失敗しないために、就職活動開始前に
  
経験するインターンシップは有効な方法と考えられる。なぜなら、インターンシップは学生が企業に
体験入社することであり、現場を知ることである。そして、実際に社会人の働きぶりを間近で観ること
によって、現実を知ることができる良い機会と言える。 
学生が初職を３年以内に退職する大きな理由の１つは、ミスマッチであると言われている。つまり、
就職活動中に収集した情報と、就職活動中に接触して知りえた企業情報とが、実際に入社し、勤
務した現実との差が大きいから退職すると言える。この差を縮めるためにも、学生時代にインターン
シップを経験することは有効である。なぜなら、インターンシップは学生が企業に体験入社すること
であり、現場を知ることだからである。学生が現場で実際に働いてみれば、働くということがどういう
ものなのかを実感でき、自分が夢に見ていた、あるいは憧れていた職業がどのようなものか、現実
を事前に知ることができるからである。さらに、インターンシップを通じて、本当に自分はどんな仕事
をしたいのか、どんな職業に向いているのか、向いていないのかも体験入社することによって分か
るからである。他方、卒業後の進路が決まらず、また将来何をして良いか分からない学生にとって
は、早期化し長期化し、厳しくなる一方の就職活動に踏み出せない学生も多くいる。就職活動が始
まる前の２年生や３年生の夏迄にインターンシップを経験することによって、就職活動に踏み出せ
ない、また何をして良いかわからない、やりたい仕事が分からない問題の回答を得る方法の１つと
して、インターンシップは有効であると言える。今日では、学生の５人に１人がインターンシップを経
験するのであるが、インターンシップを体験することによって、就職活動に踏み出せるきっかけにな
ること、そして、現実を知るという点において入社後のミスマッチを防げる方法としてインターンシッ
プは有効であると考えられる。 
太田は、インターンシップの２大メリットとして、やりたい仕事がみつけられる、劇的に成長できる、
を挙げており、インターンシップの経験の有無が採用選考を左右する訳ではないが、インターンシ
ップを通じて成長することで、内定を取れる可能性が確実に高まる、インターンシップの経験は、
「適職」は見つけられないが、自分のやりたい仕事を見つけることが出来る、を挙げておりインター
ンシップを通じて、自分はどんな仕事を楽しいと思うか、やりがいを感じるのかなど、いままできづか
なかった自分の興味や価値観を発見できるとし、インターンシップの経験は「想像」を「現実」にか
えることだと述べている 16のである。このことからも、インターンシップは就職活動に踏み出せるきっ
かけになること、そして、現実を知るという点において入社後のミスマッチを防げる方法として有効
であると言えよう。 
さらに太田は、学生にとってのメリットとして、タイムマシンに乗れる、就職活動に必要なコミュニケ
ーションを身につけられる、業界・職種のことがよりリアルにわかる、尊敬出来る社会人の先輩とつ
ながりがもてる、学校の枠を超えた「仲間」ができる、自分の能力や才能を知ることができる、の６つ
を挙げている。つまり、学生の早いうちのインターンシップの経験は、社会人の生活を「いま」体験
できるまたとないチャンスであり、自分の目で見て、耳で聞き、自分の体で体感すること、基本的能
力であるコミュニケーション能力が上昇すること、自分が実際に働くことでさらに多くの情報を得られ
ること、就職活動の情報を共有することや、社会人になっても公私両面で大きな財産となること、そ
して、「できない」と決めつけている自分の思い込みを正すチャンスでもある良い機会となるなど、イ
  
ンターンシップが就職活動の際に強みとなることを挙げており、これらのことからもインターンシップ
は就職活動に踏み出せるきっかけになること、そして、現実を知るという点において入社後のミスマ
ッチを防げる方法として有効であると言えよう。 
 
 図表９   インターンシップのメリット 
 
2大メリット やりたい仕事が見つけられる 劇的に成長できる 
＋ 
メリット１  タイムマシンに乗れる 
メリット２  就活に必要なコミュニケーション能力を身につけられる 
メリット３  業界・職種のことがよりリアルにわかる  
メリット４  尊敬出来る社会人の先輩とつながりがもてる 
メリット５  学校の枠を超えた「仲間」ができる 
メリット６  自分の能力や才能を知ることができる 
⇩ だから 
就活で優位に立てる！ 
 
太田智文 『インターンシップで志望の業界・職種に内定する方法』 東洋経済新報社 2009 年 
P38 より引用 
 
５． おわりに 
 
1990 年半ばから 2000 年代半ばまでの 10 年間、不況の影響で企業はこぞって新規採用を抑
制した。この時期を「失われた 10 年」「就職氷河期」といい、この時期に卒業時期を迎えた多くの若
者が正社員になれずに非正規社員として働いている。彼らはロストジェネレーションと呼ばれ、今も
正社員になれずに職を求めている世代と言われている。いま、このロストジェネレーションと呼ばれ
ている若者達は、就職難の日本を離れタイや台湾などのアジア諸国で働くケースが増えている 17。
記事によれば、日本で正社員を希望していてもかなわず、転職先も見つからず、不安を感じていた
時、日本の求人サイトでコールセンターの仕事を見つけタイの日系企業で働いているのである。コ
スト削減を図る日本企業の間では、日本国内から人件費が安いタイにコールセンター機能を移し
ているのであるが、低賃金でも仕事を求めてタイに渡ってくるのがロストジェンネレーションと呼ばれ
る日本人若者達であり、現地で働く日本人の多くは 20〜30 歳代であるとの報告であった。こうした
現状がある一方で、100 年に一度の不況と言われる中、就職市場が厳しさを増している。学生達は
どうすれば内定を取れるのか、実際に就職出来るのかが最大の悩みとなっていること、早い学生で
は２年生から、そして多くの学生は３年生になると、大学の授業よりも就職活動のことや内定をとれ
るかどうか、将来の進路について不安になることである。さらに、就職活動は早期化し長期化し、厳
選採用へと企業がシフトしている現状にあって、学生は難関を突破しやっと就職した企業を３年で
  
３割が辞める現実がある。このように学生達の卒業後の進路が定まらない悩みや就職活動への不
安を解消する１つの方法として、政府主導のもとインターンシップが推奨されたのである。日本での
インターンシップが大学などに導入されたのは、1997 年頃とするのが一般的であり、当初企業がイ
ンターンシップを導入する理由は、社会的責任、社会貢献的な要素と企業のイメージアップ、広報
活動の一環として導入・発展してきたのである。しかし、この 10 年余りでインターンシップは定着期
を迎え、採用活動の特殊性、採用活動の環境変化、学生の質の変化、社内の活性化への対策へ
とインターンシップは変化して来ていることが分かった。さらに、学生がインターンシップに参加する
メリットとして、タイムマシンに乗れる、就職活動に必要なコミュニケーションを身につけられる、業
界・職種のことがよりリアルにわかる、尊敬出来る社会人の先輩とつながりがもてる、学校の枠を超
えた「仲間」ができる、自分の能力や才能を知ることができる、の６つが挙げられ、何より学生時代の
インターンシップの経験は「想像」を「現実」にかえることができる方法として有効であることも分かっ
た。そして、現実を知るという点において入社後のミスマッチを防げる方法としても有効であること、
インターンシップの経験は、学生が就職活動に踏み出せるきっかけになることも分かった。学生の
インターンシップの参加は、卒業後就職するしないに関係無く、社会を疑似体験できるという意味
においても重要であると考えられるため、大学全体として学生にインターンシップの参加を促し、大
学全体として取り組む必要があると言えよう。今後の課題としては、日米韓のインターンシップの比
較やインターンシップの経験とキャリア形成などが考えられるが、今後の研究課題としたい。 
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